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JAFSA 夏期研究集会 

July 17,1997 

 

総合調査：日本留学に将来はあるか？ 

（東南アジアから先進７ヵ国への元留学生５００人に聞く） 

 

注：この報告は、OECF（現JBIC）の調査を担当した発表者（小木曾友、渡辺穰二、田中紳一郎）が当該調査

から独自に私費留学生を含む留学生全般の課題と展望について考察したものです。 OECF（現JBIC）の調査

はあくまでも円借款資金により途上国が派遣する留学生を対象としたもので、本報告とは内容を異にしてお

り、かつ本内容はOECFの見解を示すものではありません。 

（文責：渡辺穰二） 

 

1. 総合調査 

1.1. OECFの調査概要 

 1985年から1996年までに日本の借款援助により1,000人以上の留学生が、様々のスキームで、日本の各

大学、大学院に留学しており、課題と改善方法を把握するため、昨年の１１月から本年３月にかけそ

のreviewをOECFが実施したもの1。 

 対象は、非漢字圏のインドネシア、マレーシア、タイからの留学プログラム。日本と比較した留学先

先進国は、英国、独国、米国、仏国、豪州、加等。 

 特に英国、独国へは、外務省、教育省、留学支援•宣伝機関、語学研修機関を訪問。また、インドネシ

ア、マレーシア、タイでは、派遣政府機関や予備教育機関を調査。また、途上国における先進国の留

学支援•PR体制を研究した。 

 インドネシア、マレーシア、タイから先進国への留学経験者（一部は、彼等の上司も）500名には、約

20項目にわたるアンケート調査を実施し、集計を行った。 

 

1.2. 調査実施によって得た現状認識 

 留学先として米英豪加仏独等の欧米諸国および日本は、１９８０年代後半よりMega Competition（大

競争時代）に突入しているが、海外でのPR、事前日本語教育、留学希望者へのカウンセリング、日本

での受入等の面で日本の教育関連機関は、海外との比較や競争意識が低く、体制不十分である。 

 例えば、事前教育で必要な語学でも、日本の国際交流基金は、全世界に100名の日本語教師しか持って

いない。一方、独国は、DAAD（海外12ヵ国）、Goethe-Institut（海外78ヶ国•151ヶ所）両方合わせて、

世界に約1500名の語学教師を擁しており、レベルも初級から大学入学レベルまで、一環教育を提供で

きる体制にある。また、DAADの存する国では、DAADの独国職員が、そうでない国では、Goethe-Institut

の職員が、個々留学希望者に留学カウンセリングを行っている。 

 日本留学を成功に導くための必須条件としては、日本留学制度の十分な理解、保証人等を含む複雑な

留学事務手続き、現地での日本語等事前教育、日本での日本語等予備教育と研究員制度（大学院の場

合）の活用、奨学金の確保、住居の確保、教職員2とのcommunicationなどを間違いなく実行できるこ

                                       

1  調査は、コンサルティング会社パデコと野村総合研究所のJVによる。 

2  特に理工系の大学院留学では、留学生の専攻希望と指導教授の専攻の詳細なマッチングが、必須である。 
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とが大切である。しかし、これらを単に留学生個人の力で行うのは、全く容易なことではない。 

 日本への留学生は、文部省留学生、借款留学生を含む途上国政府派遣留学生、私費留学生等に分けら

れるが、全体の約１５％を占める文部省留学生以外を母国での準備段階から個々にサポートできる公

的機関•体制は、全くないに等しい。（そのため、借款留学計画では、途上国への借款で別途コンサル

タントを雇用している。） 

 日本への留学生数は順調に増加、１９９３年には、５万人を超えた。しかし、その後の増加率が減少

し、１９９５年には、ピークの５万４千人となったが、翌年から、減少に転じた。 

 日本留学への興味は、非漢字圏の調査対象国でも非常に高く、国際的な経済力の高さ等から製造技術

等理工系、経済•経営、MBAおよび日本語3、日本文化等にある。 

 しかし、留学経験者による後輩への推薦傾向（自分が留学した国を推薦する割合）は、先進国７ヶ国

中、独国と並び、日本は最下位である。即ち、日本留学については、リピート•オーダーがないため、

今日の留学生が、明日の留学生を生まず、好循環が生まれない状況になっていると言えよう。 

 現状においては、欧米豪諸国は、留学生の受入れを自国の長期的外交政策4の重要課題として位置付け

ており、様々の施策も教育省、外務省、教育支援団体や教育機関、さらに商務省5の連携も、日本以上

に統一性があり、効果的に実施されつつある。中でも、英豪等は、教育を重要な輸出項目と位置付け6、

貿易振興の一環としてPRする努力が、見られる。 

 欧米諸国の中で、公的機関として途上国で徹底した留学生個々人への情報提供と支援サービスを実施

しているのは、英国（British Council）と豪州（IDPや大使館）である7。しかし、両国とも、中央政

府のみならず、各高等教育機関の教職員が、留学生へのPR、受入れに熱心であることが、受入れ体制

の充実を可能としている。 

 日本でも留学生受入れのための施策はある。しかし、日本語習得の難しさ、経費の高さ、手続きの複

雑さ等問題を乗り越えるだけのPR活動や支援のための連携が決定的に不足8している。 

                                       

3  例えば、タイ•チュラロンコン大学文学部では、語学専攻では、英語に続き、日本語が、２番目に人気がある。これら、東南アジ

アで日本語を学ぶ学生が、日本語を専攻するために豪州やニュージーランドに向かっている。 

4  留学生受入れに関する施策は、単に１官庁レベルでなく、国家全体としての理念に基づくこと、また政策の実施では、それら複

数の官庁が、一環したサポートをすることが、必須である。 

5  ニュージーランドの例では、海外の留学フェアにも資金援助している事実があった。 

6  英国の学長委員会（Committee of Vice-Chancellors and Principals of the Universities of the United Kingdom)の報告書

(Economic Impact of International Students in UK Higher Education, June 1995)の参考文“Working internationally is an integral 

part of higher education. Universities •••have always recognized the academic and cultural importance of this wider commitment 

•••. Recognition that international education also constitutes a valuable export industry has grown much more recently, and 

it is encouraging that Government is now acting to spread awareness and assist education export activities.” 
7  いづれも、留学相談、語学試験（２週間毎受験可）、願書提出、合否連絡、チケットの手配、ホームステイ先、大学寮の選択な

ど留学生に対し、母国でのOne Stop Serviceを無料で提供。 

8  タイのある銀行（外為取扱部門）は、過去30年間、Educational Advisory Unitによる留学支援活動を実施してきており、現在１

３名の主に欧米の大学で修士を得た人材によるカウンセリング活動を実施している。昨年は、年間25,000人が来客し、1,200人が欧米

豪に留学。日本への留学希望者は、非常に多いが日本の教育機関からの接触がなく、日本への留学は、薦めていない。また、26機関
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 また、日本の教職員の留学生への教育技術9、異文化に対処する意識、留学希望者への対応、受入体制

も、不十分である10。 

 大学、大学院は、文部省の管轄である。一方、海外活動となると、外務省の管轄であるため、公的な

機関を通じての日本留学の効果的な海外PR11は、容易でない。予備教育としての日本語学校、大学等高

等教育機関、海外でのPR•カウンセリングを連続させる支援体制の確立が急務である。 

 

2. 各国留学政策、制度、PR活動についての留意点 

 欧米諸国の留学生受入れの制度や体制にも、変更と改善の歴史があり、特に、旧植民地の人材教育、

移民政策、高等教育機関への政府予算の削減とも深く関わり、日本と単純な比較はできない。 

 特に、英国、豪州等は、1980年代、高等教育への政府補助の削減から、教育を実質、輸出産業とした

意味付け（5.1参照）を行い、海外市場で積極的なPR活動を実施している。 

 独国では、東西統一後、東欧その他冷戦後の世界で、自国文化、教育12を通じて自国のpresenceを大き

くしようとする明確な戦略が実施されつつある。また、独国の高等教育学長会議13が、学位や各学年の

各コースの国際的同等性の研究を実施している点が注目される。 

 ニュージーランド教育機関によるバンコクでのEducational Exhibition （毎年1回実施、本年５月２

４、２５日の実施）では、66のブースでNZの大学、高校、語学学校、タイ教育コンサルタント、NZ Trade 

Development Board、NZ Education Center14、NZ航空、NZ-Australia銀行、バンコク銀行、タイ国際電

話会社の参加が、見られた。参加している機関から、教育産業PRのメカニズムが、察せられる。 

 豪は、タイ国内主要都市•数ヵ所で、２日づつEducational Exhibitionを１週間にわたり実施している。 

 英国は、世界110ヶ国に事務所を持つBritish Councilでの個々の専攻分野別のきめ細かなカウンセリ

                                                                                                                               

からなるタイの教育コンサルティング•グループも、日本への留学は、支援していない。 

9  英国のUKCOSAのmanualでは、留学生への教育技術（話す速度、講義の構成や論理の明確さ、キーワードの書き方、議論中の注意

事項等）とその向上法、教育者の教育能力の評価の必要性などの注意事項がある。 

10  英語の入学願書を受け付けない等、教職員の便宜を考えた事務処理方法が一般的。（入学までのプロセスは、教育活動ではない。

もっとCustomer-drivenなアプローチが不可欠である。） 

11  文部省は、海外での活動に制限があり、海外では、外務省を通さざるを得ない。外務省管轄の国際交流基金は、海外で日本の大

学、大学院（文部省管轄）の情報提供をしない。文部省が、協力したとしても（大使館に文部省からの職員が出向あり。）、留学で

必要な文部省管轄外の日本語学校との連携が説明されない。但し、タイ、マレーシア、インドネシアでは、数年前から、（財）国際

教育協会が、各国日本留学生同窓会を使って、小規模（日本人カウンセラー1名）ながら日本留学情報センターを運営している。(国

際教育協会は、管轄上海外に正式な事務所を持てない。) 1989年からこれら諸国で毎年実施されてきた留学フェアーは、世界の他地

域へのPRのため、本年から隔年実施に縮小された。 

12  海外１２ヵ国で活動するDAADや78ヵ国に存在するGoethe Institut(151出先機関)が、支援、カウンセリング、PR活動をしている。 

13  Hochschul Rektoren Konferenz (German Rectors’ Conference: ドイツ高等教育学長会議) が、豪、ブラジル、インド、メキシ

コ、チリ、アルゼンチン、欧州各国の参加で、Int’l Credit Transfer Systemを開発し、教育の同等性についての国際Equivalent 

Agreementを締結しようとしている。独国の教育制度の特殊性（ギムナジューム卒業で１３年間）を大きな課題と考えている。 

14  留学情報やカウンセリングサービスを提供する機関。Singapore, Bangkok, Taipei, HK, Hamburg, Jakarta, Tokyo, Kuala Lumpur, 

Seoulの9箇所に海外事務所を有す。 
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ングが実施されているだけでなく、外務省、教育省、各教育機関、市民団体が英国全体として、資金

のみならず、人的ネットワークにより留学生に対するサポート体制を構成し、さらに、UKCOSA（UK, The 

Council for International Education) が、各教育機関の留学生関連部門に対するトレーニングやカ

ウンセリングを行っている事実が、参考にできよう。 

 

 

3. 総括 

 日本留学への興味は、非漢字圏であるアジア諸国でも、潜在的に非常に大きい。日本産業の経済的プ

レゼンス15、欧州諸国を上回る親密感は、同じアジア人としての日本にある。現状でも、基本的に米国、

英国、豪州に、続く第４位であるが、さらに留学生を呼び込める潜在需要は、高いと考える。 

 海外での日本留学情報の不足16、留学費用の高さ、住居の確保、大学内での留学生受入れのための手続

き•体制の不備、教職員の国際化への対応の遅れ等、長期的に本格的に取り組まなければならない多く

の課題がある。 

 今後、PR活動、日本語学校等予備教育機関との連携、受入システムの改善17と大学教職員の意識変革に

より受入体制を充実させることで、今後、日本への留学生の量的拡大を図ることは、十分可能であろ

う。 

 しかし、今後の戦略として、闇雲に留学生数（量）を追及することは、適切ではない。日本以外の留

学生受入れ先進国のすべてが、移民を受け入れてきたことを考えたとき、極めて限られた移民受入れ

政策18しか持たない日本との単純な比較は適切ではない。言語上で英語に比してハンディがあると考え

られる独国において、留学生としてカウントされている移民の子弟数（約4-5万人）とEU内からの約3

万人を除くと、日本の現在の留学生数とほぼ等しくなる。 

 このことから、現在でも必ずしも日本の受入留学生数は、少ないとは言えないと思われる。むしろ、

これからは、「数」を追うのでなく、むしろ海外でのPR活動、情報提供、カウンセリング、留学生選

抜制度、奨学金決定システムの充実により、より優秀な留学生の確保、出身地域の多様性等「質」の

向上に努力すべきである。 

 留学生受入に係る多くの日本の関係機関•担当者にとって、留学生の質向上を目標とすることが、最も、

長期的で効果的な好循環19を創造する方法と考えられる。（Seeking Quality as a Long-term 

Strategy.） 

 

 

                                       

15  例えば、多くのアジア諸国で、国別の民間直接投資では、日本が最大。（タイでは、自動車の９割以上が日本車であること、マ

レーシアのLook East Policy、インドネシアへの政府援助の規模等で、日本の存在感は、非常に大きい。） 

16  他の米英豪等諸国は、政府や個々教育関連機関が、現地教育コンサルタント、新聞、TVによるPR、現地教育機関との提携、現地

への学校投資を実施しているのに対し、日本の教育関連機関は、殆どメディアで存在をPRしていない状況である。 

17  最も、重要なことは、留学希望者が、現地にいたままで、合格を決定する選抜システムと日本で財団や民間企業等が提供する奨

学金の支給を決定し、留学希望者に連絡できる体制の確保であろう。 

18  中南米、中国等の日系人（労働ビザの提供）や一部インドシナ難民だけへの限られた人々への永住権の提供。 

19  優秀な留学生は、語学、専門で成功する確立が高い。また、受入側である指導教授にとっても学術上の成果が、上がりやすい。 
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4. 提案項目 

4.1. 海外でのPRの実施20 

日本の教育の海外PRを、効果的にするためには、教育を知識集約型ソフト産業と位置付け、国内外や省庁

の管轄の枠を完全に取り払った活動をすべきである。なぜなら、PR活動そのものは、教育活動ではない。

むしろ、日本の知識集約型産業を将来も支えるための活動として海外の商工会議所やJETRO21等を通して海

外PRすべきである。また、現地の教育コンサルタント（カウンセラーとして）の効果的活用22も検討できよ

う。 

 

4.2. 日本の大学学生の海外研修•交流 

例えば、マレーシア、インドネシア、タイ（60高校）では、高校レベルでも、日本語が教えられつつあり、

タイでは、1999年から日本語が、大学入試科目として認められる。一方、日本の国際交流基金は、全世界

に100名の日本語教師しかなく、途上国の需要を満足させることはできない。日本には、中学高校で英語を

教える若い英米人を教師として呼ぶシステム（JET）があるように、逆に日本人を教師として派遣するシス

テムができないであろうか？ また、そのような学生の海外協力経験を大学の単位として認めることもで

きよう。 

 

4.3. 日本の決定的な優位性の活用（例：TTML) 

日本が、優位性を持つ製造技術分野23での技術理工系教育において、どの先進国にもない制度を確立する。

例のTTML(Technical Training in Mother Language)は、途上国人材に対し、日本での技術教育を現地の母

国語で、実施するスキームである。従来の英語や日本語での教育に見られた言語上の障害がないため、技

術的に優れた人材を選抜教育24し、効率よく教育できるメリットがある。このためには、教授陣の国際化や

産業との協力が必要である。 

 

4.4. Educational  Community （国際化計画：Internationalization  Program）創設の提案 

 高等教育機関に対するサービス： 海外PR活動や留学生受入体制の充実を図るためコンサルティング、

カウンセリング、トレーニングを実施25（British Council やUKCOSAと同様の活動を既存の民間や公的

                                       

20  『学問は、国境を超える。』と言う自由な発想が重要であろう。UKCOSA Manual   6.2  Strategies for teaching overseas students 

“What is good practice for overseas students is also good practice for home students.”とあるように、留学生を教えること

で教育の改善ができる、と言う考え方ができる。また、優秀な人材の海外からの獲得、高度技術産業の育成や教職員の資質向上、ま

た、自国の国際化につながると考えられよう。 

21  ニュージランドの場合も、Trade Development Boardが、海外でのPRに協力している。 

22  方法として、単に、英文情報を送付するだけでは、不十分。現地のコンサルタントに来日させたり、互いに行き来して、現地コ

ンサルタントが十分な理解を持ち、気心が知れるようになるまで長期的に関係をつくる必要がある。留学生のリクルートは、基本的

に人生相談と同じで、責任ある対応が必要だからである。 

23  例としては、電子、電気、生産工学、自動車製造、造船等分野。 

24  現状は、英語での教育であるため、英語力のある途上国人材が選ばれ、技術力のある人材は、必ずしも日本で教育されないと言

う可能性がある。また、日本人の技術教育者で英語が、十分な人材も限られている問題がある。 

25  国内教育機関の留学生受入体制を推進するCode of Practiceの作成のための議論、教育機関としての国際化の指標となる国際化
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機関のネットワークにより実施する。）また、留学生受入に係る倫理規定やmanual を作成し、各教育

機関での受入サービスの質の向上を図る。 

 経済活動への貢献： 日本留学生をネットワーク化する。特に、海外政府機関における活躍のみなら

ず、日系の海外事業所等での活躍や、さらに日本の経営システムと現地文化の調整役26としての重要な

役割が、日本留学生には期待される。また、海外での日系企業活動の評価のモニタリングを可能とす

る。 

 留学希望者へのサービス： 日系企業が国内で提供している奨学金を、留学希望者が海外にいたまま

選抜、決定通知されるようなシステムの運用。いはば、留学生、教育機関、企業の連携システムを確

立する。 

 現在の日本留学生へのサービス： 現在の日本留学生は、将来の親日家、少なくとも知日家である。

政府の閣僚になるものもある。彼等の批判や評価を聞く27ことで、留学生サポート体制の充実につなげ

る。 

 個人や日本社会の国際教育： 日本社会の意識の国際化のためにも、海外から見た日本の姿を日本語

で伝えてくれる日本留学生の果たしえる役割を再認識できよう。ホームページによる。 

 

5. その他詳細参考情報 

5.1. 留学生教育について 

a. 従来から各国とも文化国家として学術分野の国際交流や長期的国家安全保障の観点から留学生受入れ

は実施していたが、留学生を受入れることについてより積極的になったのは、１９８０年代初頭、英

国で、中央政府から高等教育機関への厳しい予算削減が行われた頃と考えられる。この予算削減の対

応策として、英国人学生に比し留学生に教育の全額経費28を授業料として払わせることで高等教育の経

費を負担させることとなった。 

b. この英国の処置に対して、英連邦諸国であるシンガポール、マレーシア、ホンコンから、大きな反発

が出たこと。また、実際にその後留学生の数が大きく減少し始めた29ことから、その対応として、従来

から海外にあったBritish Council の中に新たにEducational Counselling Serviceを1984年に設立し、

留学希望者に対し、徹底的な情報提供や支援サービスを提供するようになった。 

c. 高等教育機関への中央政府の予算削減と言う同様の措置は、豪州においても実施されたが、広く英連

邦諸国（49ヶ国）から多数の留学生を受け入れて来た歴史を持つ英国において、この経緯は、より劇

的であったと言えるであろう。 

d. また、英国、豪州ともに、各々の高等教育機関が留学生を受入れた時、その授業料の多くが、中央政

                                                                                                                               

インデックス（IIEO:  Internationalization Index as Educational Organization）や留学生満足度指数（SIIS: Satisfactory Index 

for International Students)により、留学生受入体制の充実を支援する。 

26  日本企業の中には、社員の殆どが外国人のところも出てきている。一方、日本の経営システムやmanagementが、短期間に国際化

することも、海外の従業員が日本化することも有りえない。そのため、この問題は、極めて根深いものがある。 

27  留学生からの苦情受付対応制度にもつなげる。（Grievance Committee) 

28  現在もEC外からの留学生は、Full-Costs Fee制を適応されるため、英国およびEC内学生で、年間授業料£1,000に対し、

£5,000-7,000を支払う必要がある。 

29  1979年の5万9千人から、4万6.5千人まで減少、回復には、1985年までかかった。現在は、留学生数約13-15万人。 
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府でなく大学への収入となっていることも、留学生受入れに対し、教職員が熱意を入れて学術交流や

PRのために、海外を廻る要因となっていると言えるだろう。 

e. 英国、豪州、独国、仏国等では、国内の殆どの高等教育機関が、米国と異なり国立あるいは公立であ

る30。米国に於いては、州立大学の運営も、予算面ではかなりPrivatizationが進行し、多くが、民間

からの資金による経営31をしていることが知られており、英国、豪州と同様に財務面においてかなりの

自由度が大学に与えてられている点が、注目される。 

f. 世界の中で最大の留学生受入れ国：米国は、45万人の留学生を受け入れている。即ち、世界の留学生

市場の約半分を米国が握っている。これは、米国の建国から伝統とされる移民制度や海外に対し解放

的な社会意識が、大きく貢献しているであろう。 

g. 現在でも独国、仏国の高等教育では、国民と同様、留学生に対しても授業料が、無料32である。 

h. また、独国については、従来の寛大な移民受入れ政策を見直す方向が出てきつつあると言うものの、

現在も留学生全数12-13万人の３分の１程度の４ー５万人が、移民の子弟であること、また、留学生受

入れ先進国のすべてが、移民を受け入れてきたことを考えたとき、極めて限られた移民受入れ政策33し

か持たない日本との単純な比較は適切ではない。 

i. 独国では、DAAD（ドイツ学術交流会）（海外12ヶ国）やGoethe-Institut（海外78ヶ国）が、海外で留

学情報を提供していることやGoethe-Institutの確立された効率の高い語学習得プログラム34が特徴で

ある。しかし、大学入学までの年数が、13年間という教育制度の違い35と独語習得の必要性が、留学生

の獲得で大きな障害となっている。 

j. しかし、現状においては、欧米諸国は、留学生の受入れを自国の長期的外交政策の重要課題として位

置付けており、様々の施策も日本以上に効果的に実施36されつつあると言えるだろう。これは、留学生

の受入れは、自国高等教育機関の経済的利益だけでなく、それに付随する知識集約型産業としての技

術訓練、コンサルティング、産業人材にたいするトレーニングや研究開発分野に長期的に資すること、

引いては、社会の国際化や国の国際的地位の向上に役立つとの理解があるからである。 

k. 現場の運営での民間会社との協力関係の例としては、留学情報の提供をしている公的機関のオフィス

に、決められた時間に民間の旅行代理店がスタッフを出していたり、途上国の地方都市にAgentを指定

し、留学情報サービスを提供したり（インドネシアにおける豪州IDPは、バンドン、スラバヤその他地

方都市にまで事務所を持っている。）、留学後大学での最初のオリエンテーションに銀行、電話会社

                                       

30  仏国は、２割程度が私立であるが、英、独、豪では、１ー数校のみが私立である。 

31  最も大きな理由は、国や州からの予算を待っていたのでは、大学のハイテク教育設備等への投資が遅れること、また、逆に民間

からの篤志家個人や企業から、数十億円、多い場合は、数百億円に上る巨額な寄付があることが、大学の民営化の進む要因であろう。 

32  但し、数百ドル程度の入学手続き他、交通費、食費、宿泊費等は、必要。 

33  中南米、中国等の日系人（労働ビザの提供）や一部インドシナ難民だけへの限られた人々への永住権の提供。 

34  １段階で２ｹ月のコースを６段階終了すれば、単語数で約5,000の力がつき、十分に（約80％の理解度）大学の授業について行け

ると言う。これは、語学トレーニングが上級になると、授業中のノートの取り方、セミナーや学生同士の議論のシミュレーション練

習になっており、学習のプロセスに無駄がないと言えるだろう。因に単語数5,000と言うのは、日本語能力試験２級レベルである。 

35  そのため独国に来てから幾つかの学科を履修し、その終了試験に合格する必要がある。 

36  留学生受入れに関する施策は、単に１官庁レベルでなく、国全体としての理念に基づくこと、また政策の実施では、複数の官庁

による行政、資金両面でのサポートに加え、民間団体や会社との協力がある。 
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が来て、留学生のために手続きの便宜を図ったりしている（英国マンチェスター大学）。 

l. ニュージーランド教育機関によるバンコクでのEducational Exhibition （毎年1回実施、本年5月24-25

日の実施）では、66のブースでNZの大学、高校、語学学校、タイ教育コンサルタント、NZ Trade 

Development Board、NZ Education Center、NZ航空、NZ-Australia銀行、バンコク銀行、タイ国際電

話会社の参加が、見られた。参加している機関から、教育産業PRのメカニズムが、察せられる。 

m. また、豪は、タイ国内主要都市数ヵ所でEducational Exhibitionを１週間にわたり実施している。 

n. 特に日本が参考とすべき国としては、英国であろう。同国では、外務省、教育省、各教育機関、市民

団体が英国全体として、政策、資金のみならず、個人や民間会社とのネットワーク37により留学生に対

するサポート体制を構成している。 

o. さらに、UKCOSA（UK, The Council for International Education) が、英国中の英語教育や高等教育

機関450の会員を持ち、各教育機関の留学生関連部門に対し、随時年間計画に沿ったトレーニングやカ

ウンセリングを行っている事実に学ぶことができよう。トレーニングの内容は、殆どがセミナー形式

であり、海外の国々の教育事情、文化の違い、留学生とのコミュニケーションのとり方、オリエンテ

ーションのプログラムの作り方、各留学生へのカウンセリングの仕方、家族を持った留学生へのサポ

ート体制等日常生活のあらゆる面について、留学生が英国の教育機関に到着した日から、十分なサポ

ートが得られるよう指導している。 

p. また、英国では、留学生へのPR活動やサポートに関するCode of Practice（倫理行動基準）が、以下

のように制定されており、法的な強制力とはなっていないものの、関係者に対しある一定の基準を提

示している。 

• For educational institutions and overseas students (by the British Council) 

• Recruitment and Support of International Students in UK Higher Education (by CVCC: Committee 

of Vice-Chancellors and Principals of the Universities of UK) 

• Overseas Collaborative Provision in Higher Education (by HEQC: the Higher Education Quality 

Council) 

q. 欧米諸国の中で、公的機関として途上国で徹底した留学生個々人への情報提供と支援サービスを実施

しているのは、英国と豪州である。しかし、両国とも、中央政府のみならず、各高等教育機関の教職

員が、優秀な留学生の受入れに熱心であることが、受入れ体制の充実を可能としている。 

r. 特に豪州は、東南アジア諸国からの留学生受入れに明確な方針を打ち出し、IDP（豪州政府による留

学生支援のためのOne Stop Shop）を数年前からインドネシア等に開設している。移民政策、気候の

よさ、高等教育のレベルの高さから非常に国際競争力をつけつつある38。 

s. 日本でも留学生受入れのための施策はあるが、日本語習得の難しさ等日本特有の問題をはじめ、海外

での日本留学情報の不足、留学費用の高さ、住居の確保、大学内での留学生受入れのための手続き•

体制の不備、教職員の国際化への対応の遅れ等、長期的に本格的に取り組まなければならない多くの

課題がある。 

                                       

37  HOSTとは、英国留学生に英国人の生活を身近に体験して貰おうと言う英国全体に一般家庭をネットワークしたNGOのシステムで

ある。例えば、留学生が夏休みに、ホームステイしながら、北部スコットランドを旅行したいと言う場合は、その地域のリストから

留学生の宗教や生活スタイルにあった家庭を探して、アレンジしてくれる。 

38  インドネシアでは、豪州への留学生数が過去数年で劇的に増加しており、昨年始めて英国を抜き、１位となった。 
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t. 日本の場合の最大の問題は、従来の留学生受入れのための施策が、一部の大学を除き政府の政策に対

し、受け身で、教育を行う現場から自発的に進められていない点であろう。特に、入学願書類として

今だに日本語しか認めないことや、留学生の英文名をForeign Students39 と総称する等、事務部門の

国際化への対応が大きく遅れているところが少なくない。 

 

5.2. 日系企業の海外事業での課題 

a. 海外直接投資による生産•経済活動、貿易、食料や資源輸入を通して、日本経済の海外依存度は、極め

て大きくなってきている。 

b. 多くの日系企業が、海外で活動している。そのような企業の海外拠点では勿論であるが、日系企業で

ありながら、全社員の殆どが外国人で占められているところも出始めている。 

c. 一方、日本は、諸外国の中でも在住外国人の割合が、非常に小さく、日本国内の国民や政治の意識は

依然として、内向きで精神的には鎖国状態である。また、海外諸国から日本への対内投資額40も、日本

は、非常に少ない。 

d. 国際展開をしている日系企業でも、事業運営の経営システムを国際化に対応させるのは、容易ではな

い。組織上の最大の課題は、日本対現地人材のマネージメント、現地人材（ローカル）の海外での、

また、全社的視野での育成と処遇である。 

e. 日系企業の海外での事業展開において、現地人材の活用や現地部品の調達について、途上国政府や現

地社会からの要求は年々強まりつつある。 

f. しかし、欧米の国際的な展開をしている企業と異なり、日系企業の場合、日本の文化に根差した経営

システム41が普遍制に乏しく、今後も簡単には、解決し得ない。。 

g. かつて、田中首相が東南アジア訪問の際に経験したような大きなデモ行進や日本製品への拒否活動等
は、起こらないとしても、日系企業内に内在する摩擦や違和感は、日系企業に現地の優秀な人材が集

まりにくく、将来的には、国際競争力の低下と言う形で現われる可能性がある。 

h. 日本の国内の経営システム、コミュニケーション、意思決定の手法が、なかなか国際化しにくい事実
と、現地の人材が、言語の問題もあり日本的システムを学ぶ42ことが難しいとした時、元日本留学生が

日系企業に入り、活躍できる機会、その場合の貢献は非常に大きいであろう。 

i. 実際、既に多くの元日本留学生が、日系の海外事業所等で活躍しているが、今後日本の経営システム
と現地文化の調整役としてますます重要な役割を担えることを認識することができる。 

 

                                       

39  International Studentsと言うべきである。 

40  米国の1000分の１。英国、中国の500分の１にしか過ぎない。（97年）通商白書による。 

41  特に日本本社とのコミュニケーション、意思決定での議論の仕方や給料の支払い方にAccountabilityが低い。 

42  日系の現地企業が、日本から日本語の先生を採用し現地人に日本語を教えるようなシステムを開始している所もある。 
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5.3. 留学経験者500名へのアンケート調査結果 

a. Original Choices or Preferences on Countries for Study (Q3)            

Level of Satisfaction USA Canada Japan UK Germany France Australia 

% 35.0 6.3 23.0 21.6 7.7 4.1 2.4 

 留学を思い立った時、日本は、米国に次いで、そして、英国と同等以上に、留学生が、学びたいと思

う国である。(しかし、実際に留学後の評価を比較すると•••以下参照） 

 

b. General Perception (Q7)    (Yes: Low / No: High)          

 Statement USA Canada Japan UK Germany France Australia 

 No. of Data (Total: 483) 89 13 182 60 55 14 70 

A Academically High  1.43 1.86 1.73 1.40 1.49 1.43 1.63 

B Good Opportunitity for 

Career Development 

 

1.62 

 

2.31 

 

1.70 

 

1.60 

 

1.80 

 

1.71 

 

2.04 

C Costly 2.52 2.77 2.11 2.30 2.78 2.89 2.95 

D Complicated Admission 

Procedures 

 

3.11 

 

2.92 

 

3.06 

 

3.38 

 

2.75 

 

3.50 

 

3.34 

E Social Life Comfort  2.29 2.47 2.73 2.35 2.67 2.68 2.34 

F Tough Language 2.84 2.92 2.11 3.23 2.25 2.50 2.91 

G Limited Housing 3.59 3.15 2.60 3.34 2.62 2.57 3.50 

H Clear Education System 1.42 2.15 1.83 1.76 1.93 1.93 1.60 

 No. of Bad (Bold) Marks 1 4 6 1 6 4 2 

 No. of Bad Marksは、各項目で国々の評価を比較し、評価の良くない３ヶ国（負け組）になっている

場合の数が、各国で何項目あるかを示したもの。全8項目中、米英が、1回しかないのに比して、日独は、

6回あり、評価は低い。 

 

c. Academic Life Satisfaction (Q12)            

Level of Satisfaction USA Canada Japan UK Germany France Australia 

Satisfied: Low / No: High 1.64 1.77 1.90 1.49 1.77 2.08 1.78 

 日本は、仏国に次いで、留学生に勉学生活上の満足を与えていない。 

 

d. General / Daily Life Satisfaction (outside study) (Q14)             

Level of Satisfaction USA Canada Japan UK Germany France Australia 

Satisfied: Low / No: High 1.65 1.77 1.98 1.69 2.02 1.92 1.87 

 日本は、独国に次いで、留学生に学校外の日常生活上の満足を与えていない。 

 

e. Would you recommend the same country to your friends or subordinates ? (Q16)             

Recommendation to Others ? USA Canada Japan UK Germany France Australia 

Yes: Low / No: High 1.45 1.62 2.04 1.61 2.11 1.79 1.79 

 日独•留学経験者は、自分の留学国を他人へ推薦する傾向が、弱い。（他先進国組に離されている。) 
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[プレゼンテーター 略歴       ] 
 

 小木曽 友（Mr. Yu  OGISO） 
30年以上の留学生受入経験の中で、留学生の日常生活、大学•大学院進学カウンセリング、日本語研

修コースの運営に従事。また、過去、多くの海外での留学生実態調査を通して、中国、韓国、台湾、

香港等漢字圏だけでなく、タイ、インドネシア、マレーシア、ベトナム、ビルマ、インド等非漢字圏

諸国から日本へ留学する場合の課題につき総合的知見を有する。1970年頃より泰日経済技術振興協会
の設立•運営に係わり、海外での日本語教育の支援、人事交流等を実施してきた。 
東京大学農芸化学修士、1995年から、（財）アジア学生文化協会 理事長。 

 
 田中 紳一郎（Mr. Shinichiro  TANAKA） 

1993年以来、政府開発援助分野において、地域開発、人材育成、開発政策等のコンサルティングプロ
ジェクトに従事。OECF借款によるタイ教育省•職業教育局傘下の技術短大20校強化計画では、技術教
育の経済評価、さらに技術教員の海外•国内研修、運営監理に従事。 
本調査では、教育プロジェクト評価のスペシャリストとして、インドネシア、マレーシア、タイにて、

日本を含む先進7ヶ国への元留学生500名に対するアンケート調査を実施。 
立教大学経済学部卒、1993年以来、（株）パデコ エコノミスト•プランナー 現在タイ在住。 
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